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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 23,282 10.8 97 0.0 △706 ― △756 ―

22年3月期 21,008 △20.9 97 ― △242 ― △369 ―

（注）包括利益 23年3月期 △765百万円 （―％） 22年3月期 △239百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 △54.11 ― △35.1 △3.6 0.4
22年3月期 △26.45 ― △13.8 △1.2 0.5

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  △70百万円 22年3月期  △65百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 19,522 1,906 9.0 126.30
22年3月期 19,442 2,676 13.1 181.83

（参考） 自己資本   23年3月期  1,765百万円 22年3月期  2,540百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 △903 △1,017 1,718 1,536
22年3月期 247 △1,237 △831 1,872

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

24年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 12,000 1.2 △200 ― △350 ― △360 ― △25.76

通期 26,000 11.7 400 312.4 150 ― 90 ― 6.44



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、29ページ「連結財務諸表作成のための基本となる事項の変更」をご参照ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 13,976,000 株 22年3月期 13,976,000 株

② 期末自己株式数 23年3月期 1,382 株 22年3月期 1,382 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 13,974,618 株 22年3月期 13,974,618 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 13,536 10.3 523 421.9 639 137.6 619 134.6
22年3月期 12,267 △11.6 100 ― 269 145.5 264 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 44.35 ―

22年3月期 18.90 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 14,678 3,540 24.1 253.33
22年3月期 14,980 2,936 19.6 210.16

（参考） 自己資本 23年3月期  3,540百万円 22年3月期  2,936百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 6,200 △9.1 △100 ― △70 ― △75 ― △5.37

通期 13,500 △0.3 50 △90.4 100 △84.4 80 △87.1 5.72
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当連結会計年度における世界経済は、中国やインド等の新興国におきましては高い経済成長が持続し

ましたが、米国や欧州等の主要先進国におきましては、財政問題や内需の不振を払拭することができ

ず、グローバルな回復には至らないまま推移いたしました。 

 わが国経済におきましては、政府の経済対策や中国をはじめとした新興国の経済成長の効果により緩

やかな回復基調を辿ったものの、長期化する円高や厳しい雇用情勢に加え、デフレ状態も継続するな

ど、本格的な回復には至りませんでした。また、平成23年３月11日に東日本大震災が発生し、東北地方

から関東地方の太平洋沿岸は未曾有の被害を受けたことにより、景気の先行きは極めて不透明な状況と

なりました。 

 プリント配線板業界におきましては、政府の経済対策の効果により、デジタル家電関連やホームアプ

ライアンス関連、カーエレクトロニクス関連の分野は堅調に推移いたしましたが、経済対策の終了や原

材料価格の高騰、また東日本大震災の影響といったマイナス材料により今後は厳しい状態に向かうこと

も想定され、先行きは非常に不安定であります。 

 このような状況のなか当社グループは、プリント配線板事業におきましては、国内営業では政府の経

済対策により需要が堅調なカーエレクトロニクス関連やホームアプライアンス関連を中心に活動を展開

し、ソーラーシステムやLED関連商品といった環境関連分野へのプリント配線板供給の強化にも注力い

たしました。海外営業におきましては、成長が継続する中国を中心としたアジア市場において、需要が

好調なカーエレクトロニクス関連、ホームアプライアンス関連、通信・事務機器関連を中心に受注強化

に取り組みました。一方、生産活動におきましては、国内外において、製造力強化活動を継続展開し、

労働生産性向上やリードタイム短縮等を進め生産体制の強化を図るとともに、品質向上にも注力いたし

ました。また、海外生産では、白井電子科技(珠海)有限公司の受注獲得と生産量の拡大を図りました。

 プリント配線板外観検査機事業におきましては、今期新たに開発したモジュール基板やパッケージ基

板等の高機能基板向け検査機や手動式の両面同時撮像式検査機の新商品を開発し、「VISPERシリーズ」

のラインナップの充実を図ったほか、国内外の展示会やプレスリリース等を利用した市場の拡大や、中

国を中心としたアジア市場への販売強化を図りました。また、新商品である透明フレキシブル基板や銅

ピン挿入基板につきましても、展示会等によりお客様へのアピールを行い、新たな市場と顧客の開拓に

注力いたしました。 

 このような取り組みの結果、当連結会計年度における売上高は23,282百万円となり、前連結会計年度

に比べ2,274百万円（10.8％）の増収となりました。 

 損益につきましては、白井電子科技(珠海)有限公司の生産量が計画どおり推移しなかったことや銅相

場の上昇傾向による原材料・副資材価格の値上げ圧力により原価率が悪化したことに加え、海外での販

売費及び一般管理費が増加したことから97百万円の営業利益となり、前連結会計年度に比べ増減はあり

ませんでした。 

 経常損益につきましては、営業利益が伸び悩んだことや円高の進展により多大な為替差損が発生した

こと、また持分法適用会社の業績悪化等から706百万円の経常損失となり、前連結会計年度に比べ464百

万円の減益となりました。 

 当期純損益につきましては、経常損益の悪化や税金費用の増加等により756百万円の当期純損失とな

り、前連結会計年度に比べ386百万円の減益となりました。 

１．経営成績

(1) 経営成績に関する分析

①当期の経営成績
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セグメントの業績は、次のとおりであります。 

(プリント配線板事業) 

プリント配線板事業につきましては、市場全般が回復傾向を示したことに加え、政府による政策

的な恩恵を受けたカーエレクトロニクス関連やホームアプライアンス関連からの受注が好調に推移

したことにより、プリント配線板事業の売上高は22,607百万円となり、前連結会計年度に比べ

1,954百万円（9.5％）の増収となりました。損益面につきましては、国内は堅調に推移しました

が、海外における生産量が計画どおり推移しなかったことや銅相場の上昇傾向による原材料・副資

材価格の値上げ圧力等により原価率が悪化したことに加え、海外での販売費及び一般管理費が増加

したことから49百万円の営業損失となり、前連結会計年度に比べ116百万円の減益となりました。 

(プリント配線板外観検査機事業) 

プリント配線板外観検査機事業につきましては、新商品の追加により検査機ラインナップを充実

したことに加え、市場の回復傾向に呼応した設備投資意欲の向上により、中国を中心にアジア方面

から安定した受注が継続したこと等から、売上高は714百万円となり、前連結会計年度に比べ316百

万円（79.5％）の増収となりました。 

損益面につきましては、売上高の増収効果により142百万円の営業利益となり、前連結会計年度に

比べ126百万円（811.5％）の増益となりました。 

  

次期の見通しにつきましては、中国をはじめとした新興国の経済成長は継続するものと予想されます

が、欧米においては底堅い経済指標を示しているものの、依然として景気の減速懸念も存在し、世界全

体での安定した景気回復には、まだしばらく時間を要するものと思われます。 

 国内におきましても新興国の経済成長に支えられた輪出の拡大等、一部で持ち直しの兆しが見られる

ものの、雇用問題や個人所得の不安を背景に個人消費が伸び悩んでおり、また加えて東日本大震災の影

響が懸念され、引き続き厳しい経営環境が続くものと思われます。 

 プリント配線板業界におきましても、政府の景気対策効果の一巡、円高の影響等の懸念材料に加えて

東日本大震災の影響から受注環境の低迷が見込まれますが、その後の生産活動の再開及び各種の政策効

果等を背景に需要が回復していくことが期待されます。但し、電力供給の制約やサプライチェーン立て

直しの遅れ、原油価格上昇の影響等による需給バランスのギャップや、収益性悪化等の下振れリスクが

存在しております。 

 このような状況のもと当社グループは常に経済情勢及び市場動向に注意を払いながら、海外生産工場

を柱とした海外事業体制の強化、新商品開発及び検査機事業の拡充戦略の展開、また引き続き適正価格

による受注推進、労働生産性及び品質サービスの向上、リードタイム短縮等、お客様を起点とした生販

が一体となった取り組みで、生産体制の強化と原価力の向上（競争力の強化）を図り、国内外で安定し

た収益体制の構築と経営品質（企業価値）の向上に努めてまいります。 

  

 
  

②次期の見通し

売上高 26,000百万円

営業利益 400百万円

経常利益 150百万円

当期純利益 90百万円
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当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ80百万円増加し19,522百万円となりまし

た。流動資産は189百万円増加の9,766百万円、固定資産は108百万円減少の9,756百万円となりまし

た。 

 流動資産増加の主な要因は、支払サイトの短縮等により現金及び預金が335百万円減少したことや

原材料残高を138百万円圧縮したものの、受注高が順調に推移し増収となったことから、受取手形が

24百万円、製品・仕掛品等棚卸資産が231百万円増加したこと、また、白井電子科技(珠海)有限公司

の工場稼動により相殺待ち増値税他が293百万円増加したことによるものであります。 

 固定資産減少の主な要因は、有形固定資産につきましては、減価償却の実施はしたものの白井電子

科技(珠海)有限公司に機械及び装置を投資したことや、廃水関連設備を建設仮勘定に計上したことに

より650百万円増加いたしましたが、一方、投資その他の資産は、持分法適用会社の業績悪化に伴う

関係会社株式の減少や退職給付制度の変更に伴う長期前払費用の取崩の発生、投資不動産の売却の実

施等により710百万円減少したことによるものであります。 

当連結会計年度末の負債合計は前連結会計年度末に比べ850百万円増加し、17,616百万円となりま

した。流動負債は1,756百万円増加の10,444百万円、固定負債は906百万円減少の7,171百万円となり

ました。 

 流動負債増加の主な要因は、支払サイトの変更等により仕入債務が926百万円減少したものの、白

井電子科技(珠海)有限公司の工場稼動に伴う運転資金の調達により短期借入金が2,351百万円増加し

たことによるものであります。固定負債減少の主な要因は、長期借入金が759百万円減少したことや

退職給付制度変更に伴い退職給付引当金が152百万円減少したことによるものであります。 

当連結会計年度末の純資産合計は前連結会計年度末に比べ769百万円減少し、1,906百万円となりま

した。その主な要因は当期純損失を756百万円計上したこと及び株価の低迷により有価証券評価差額

金が18百万円悪化したことによるものであります。 

(2) 財政状態に関する分析

①資産

②負債

③純資産
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当連結会計年度末における現金及び現金同等物の期末残高は1,536百万円となり、前連結会計年度

末と比べて335百万円減少となりました。 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、903百万円の流出となり、前連結会

計年度に比べ1,150百万円の流出増加となりました。 

 その主な増減要因は、当連結会計年度は売上債権の増減額が496百万円増加し獲得増となりました

が、税金等調整前当期純損失が516百万円増加となったことや、仕入債務の増減額が1,417百万円減少し

たことにより流出増加したことによるものであります。  

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、1,017百万円の流出となり、前連結

会計年度に比べ220百万円の流出減少となりました。 

 その主な増減要因は、当連結会計年度は白井電子科技(珠海)有限公司の設備増強等による有形固定資

産の取得による支出が250百万円増加しましたが、投資不動産を売却したことによる収入が479百万円増

加したことによるものであります。 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、1,718百万円の獲得となり、前連結

会計年度末に比べ2,549百万円獲得増加となりました。 

 その主な増減要因は、当連結会計年度は長期借入金の返済による支出で443百万円流出増加となりま

したが、短期借入金の純増減額が2,775百万円増加したことや、長期借入れによる収入が237百万円増加

したことによるものであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
  
 自己資本比率：自己資本／総資産  
 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  
 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー  
 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い  
 (注1)各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。  
 (注2)株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。  
 (注3)キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている
全ての負債を対象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書
の利息の支払額を使用しております。  

 (注4)平成18年９月１日付をもって、株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。時価ベー
スの自己資本比率は、平成18年３月期は株式分割前の株式数により算出しております。  

 (注5)平成20年、平成21年及び平成23年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率とインタレスト・
カバレッジ・レシオにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため記載し
ておりません。 

④キャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率（％） 29.9 22.3 13.8 13.1 9.0

時価ベースの自己資本比率
（％）

39.7 9.5 5.2 11.5 7.6

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（％）

3.1 ― ― 40.2 ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

17.5 ― ― 1.2 ―
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当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題と位置付けており、配当原資確保のため収益力を

強化すると同時に、企業体質強化のための内部留保を勘案し、業績に裏付けられた適正な利益配分を継

続的かつ安定的に行うことを基本方針としております。 

 しかしながら、当事業年度の剰余金の配当につきましては、当連結会計年度において当期純損失を計

上することとなったことから、誠に遺憾ながら無配とさせていただきたく存じます。 

 なお、内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備えと設備投資資金として投入して

いくこととしております。 

 次期の配当につきましては、今後の事業展開を勘案し決定する予定でおりますが、現時点におきまし

ては、当期に引き続き無配とさせて頂く予定でおります。 

 当社といたしましては、業績向上と財務体質改善に努め、早期に復配を目指す所存であります。 

  

  

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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以下において、当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼすと考えられる主な事項を記載

しております。なお、文中における将来に関する事項は、発表日現在において当社グループが判断した

ものであります。 

当社グループの供給するプリント配線板は、電気製品の中核機能を構成するひとつの部品であり単体

では機能いたしません。従いましてプリント配線板の販売動向は、顧客の最終製品の生産台数に強く影

響されるものであります。当社の主な顧客は、デジタル家電・コンピュータ関連・アミューズメント・

カーエレクトロニクス・ホームアプライアンス・電子応用機器等、広範囲にわたりますが、各顧客の戦

略や景気後退等により顧客の最終製品の需要が変動した場合には、当社グループの業績及び財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。また、顧客の最終製品の市場価格下落に伴い、顧客からの値下げ要

請や競合他社との価格競争に追い込まれることによって、当社グループの売価に影響を及ぼす可能性が

あります。 

当社グループにとって重要となる海外事業における生産及び販売活動の拠点を中国・香港に置いてい

ること、また中国に生産拠点を置く委託外注先との良好な関係を維持することにより海外事業が成立し

ていることから、以下に挙げるようなリスクが内在しております。  

 (イ)政情不安、反日感情及び治安の悪化  

 (ロ)予期しない法規制及び税制の変更若しくは導入  

 (ハ)電力、水道、輸送及び衛生面におけるインフラ面の未整備  

 (ニ)委託外注先の経営層の交代または株主構成の変更等に伴うトップ方針の変更  

   これらのリスクが顕在化した場合には、安定した生産活動・製品の供給を受けることができ 

   なくなる恐れがあり、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  (ホ)予想を超える人件費の急激な高騰 

   これらのリスクが顕在化した場合には、安定した生産活動の継続、また委託外注先からの製 

   品供給等に支障をきたす恐れがあり、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可   

   能性があります。 

当社グループの主力製品は国内市場・海外市場ともに「両面・多層プリント配線板」であり、顧客の

商品需要動向によって国内又は海外市場のどちらかが極端に縮小した場合、当社グループにおける業績

及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

プリント配線板の既存製品の機能に対して、さらに先進的な製品が技術革新によって開発され、当社

グループがそれに対応できない場合、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。  

(4) 事業等のリスク

① 主要顧客の業界動向等による影響について

② 海外での事業展開による影響について

③ 商品市場性に関する影響について

④ 技術革新に対する影響について
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当社グループのプリント配線板は、各セットメーカーにおいて最終製品に組み込まれております。万

が一、大規模なリコールや、製造物責任賠償等が発生する事態に至った場合には、多額の負担を強いら

れる可能性があります。  

プリント配線板の主たる原材料である銅張積層板は、銅箔、ガラスクロス、樹脂により生産されてい

るため、銅箔については世界的な銅相場、また樹脂については原油価格の動向いかんでは、原材料価格

の高騰を引き起こす場合があり、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

大震災等の自然災害に対する対策は講じてはおりますが、当社グループの生産設備が損害を被る危険

性があります。こうした自然災害等により、お客様の被害状況による影響はもとより、当社グループの

設備のいずれかに壊滅的な損害を被った場合、また外注先における被害の発生や原材料及び副資材品等

の調達が困難となり、長期に生産活動が停止した場合には、売上の減少、損壊した設備の復旧または交

換に多額の費用がかかる恐れがあり、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。  

当社は国際的な事業活動により売上の重要な割合を稼得しており、また当社がシンジケートローンに

よる借入れを実行し、海外子会社に円建てで貸付を行っていることもあり、結果として当社グループの

経営成績及び財政状況は外貨に対する円の価値変動により大きな影響を受けております。引き続き影響

を受ける可能性があり、為替変動に対するリスクヘッジは講じておりますが、完全に回避できる保証は

ありません。当社グループが事業を行なう地域の通貨上昇は製造コストを増加させる可能性があり、ま

た当社グループが連結財務諸表を作成するにあたっては、在外子会社の現地通貨建て財務諸表を本邦通

貨に換算するため、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

当社グループは、環境リスクに対しまして予防の大切さを認識し、環境マネジメントシステム

ISO14001の運用を通じてリスクの低減を図っておりますが、自然災害または人的な取扱いのミス等によ

り、薬品の漏洩等が発生する危険性があります。この漏洩等が大規模なものとなった場合には、当社グ

ループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 製品の欠陥に関する影響について

⑥生産能力による影響について

 国内外の顧客からの急激な受注増加があった場合、委託外注先の加工価格が上昇したり委託外注先を

十分に確保できなくなった場合には、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性がありま

す。

⑦ 原材料の値上がり等の影響について

⑧ 地震等自然災害の影響について

⑨ 為替変動の影響について

⑩ 環境リスクについて
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当社は取引銀行４行とシンジケート方式によるコミットメント付タームローン契約を締結しておりま

すが、市場環境の悪化による商品需要の縮小や原材料の値上がりなどにより業績が悪化した場合、以下

の財務制限条項に抵触する恐れがあります。 

・平成24年３月期以降の各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における修正純資産金額を前

年同期の純資産の部の金額比75％以上に維持する。なお、修正純資産金額とは、ある特定の事業年度

末日における連結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額から、当該事業年度の末日におけ

る連結の損益計算書の営業外利益に記載される為替差益を減算し、営業外損失に記載される為替差損

を加算して算出される金額をいう。 

・各年度の決算期における連結の損益計算書に示される修正経常損益が２期連続(平成23年３月期以降

に到来する決算期に限る。)して損失とならないようにする。なお、修正経常損益とは、ある特定の

事業年度末日における連結の損益計算書に記載される経常損益の金額から、当該事業年度の末日にお

ける連結の損益計算書の営業外利益に記載される為替差益を減算し、営業外損失に記載される為替差

損を加算して算出される金額をいう。 
  

  

⑪ 財務制限条項について
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当社グループは、当社、子会社７社(グロリヤ電子工業株式会社・白井電子科技(香港)有限公司・白井

電子科技(珠海)有限公司・白井電子商貿(上海)有限公司・白井電子商貿(深セン)有限公司・オーミハイテ

ク株式会社・シライ物流サービス株式会社)、関連会社１社(科惠白井電路有限公司)で構成されておりま

す。 

 プリント配線板の製造販売を主な事業内容としているほか、プリント配線板外観検査機の開発・製造販

売、運送業及び人材派遣・業務請負を営んでおります。 

 なお、プリント配線板事業において、非連結子会社のShirai Electronics Technology America，Inc．

が、平成22年12月27日をもって清算いたしました。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付け並びにセグメント及び品目との

関連は次のとおりであります。なお、セグメントと同一の区分であります。 

  

当社の主力事業であり、関係会社ではグロリヤ電子工業株式会社・白井電子科技(香港)有限公司・白

井電子科技(珠海)有限公司・白井電子商貿(上海) 有限公司・白井電子商貿(深セン)有限公司・オーミ

ハイテク株式会社・科惠白井電路有限公司も主力事業としております。 

 当社グループは、プリント配線板の中で、リジッドプリント配線板の両面・多層プリント配線板の分

野を中心に事業を行っております。 

  

当社がプリント配線板外観検査機の開発、製造販売を担当しております。様々な種類やサイズのプリ

ント配線板(実装前ベアボード)について、従来の目視検査ではなく、高速、高性能で外観検査が可能な

検査機の開発・製造販売をしております。 

当社のプリント配線板外観検査機は「VISPER」として商標登録しております。 

  

当社子会社のシライ物流サービス株式会社が、当社グループ間のメール便や定期便をはじめ近畿地区

を中心に中部・北陸地区の運輸・運送、軽貨物便サービスの運送業と、京都と滋賀の地域密着型の人材

派遣・業務請負サービスを担当しております。 

  

２．企業集団の状況

Ａ プリント配線板事業

Ｂ プリント配線板外観検査機事業

Ｃ その他
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事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

   

※１ 連結対象会社 

※２ 持分法適用会社 

※３ 科惠白井(佛岡)電路有限公司は、科惠白井電路有限公司の100％製造子会社であります。 

なお、科惠白井(佛岡)電路有限公司が当社の連結財務諸表に重要な影響を及ぼすため、持分法による投資損益

の計算には、科惠白井(佛岡)電路有限公司の損益を科惠白井電路有限公司の損益に含めております。 
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関係会社の状況は、次のとおりであります。 

  

 
  
(注) １ 主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。 

２ 議決権の所有〔被所有〕割合欄の(内書)は間接所有であります。 

３ 特定子会社に該当しております。 

４ 支配力基準により、連結子会社に含まれております。 

５ 持分法適用会社である科惠白井電路有限公司の100％製造子会社の科惠白井(佛岡)電路有限公司が、当社の

連結財務諸表に重要な影響を及ぼすため、持分法による投資損益の計算には、科惠白井(佛岡)電路有限公司

の損益を科惠白井電路有限公司の損益に含めております。 

６ 債務超過会社で債務超過の額は、当該会社の事業年度末（12月31日）時点で370百万円となっております。 

７ 白井電子科技(香港)有限公司については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に締

める割合が10％を超えております。なお、当該会社の事業年度末（12月31日）現在で記載しております。 

 
  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有 
〔被所有〕割合 

(％)
関係内容

(連結子会社)

グロリヤ電子工業株式会社 埼玉県川越市 90
プリント配線
板事業

100.0

当社プリント配線板を外注
しております。 
役員の兼任 ２名 
出向契約による出向

白井電子科技(香港)有限公司 
(注)３.６.７

香港九龍觀塘
13,007,003

HKD
プリント配線
板事業

100.0

当社プリント配線板を生産
委託しております。 
役員の兼任 ５名 
出向契約による出向

シライ物流サービス株式会社 滋賀県野洲市 50 その他 100.0

当社の物流管理及び人材派
遣・業務請負をしておりま
す。 
役員の兼任 ２名 
事務所賃貸 
出向契約による出向

オーミハイテク株式会社 
(注)４

滋賀県野洲市 80
プリント配線
板事業

50.0

当社プリント配線板の一部
工程を外注しております。 
役員の兼任 ３名 
出向契約による出向及び出
向受入

白井電子科技(珠海)有限公司 
(注)３

中国広東省珠海市
230,000,000

HKD
プリント配線
板事業

100.0
（100.0）

役員の兼任 ４名 
出向契約による出向

白井電子商貿(上海)有限公司 中国上海市
200,000

USD
プリント配線
板事業

100.0
（100.0）

役員の兼任 ３名 
出向契約による出向

白井電子商貿(深セン)有限公司 中国広東省深セン市
200,000

USD
プリント配線
板事業

100.0
（100.0）

役員の兼任 ４名

(持分法適用関連会社)

科惠白井電路有限公司 
(注)５

香港新界上水
139,000,000

HKD
プリント配線
板事業

30.0 役員の兼任 ２名

主要な損益情報等 (1) 売上高 9,172百万円

(2) 経常損失 729百万円

(3) 当期純損失 730百万円

(4) 純資産額 △370百万円

(5) 総資産額 6,309百万円
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当社グループは、「一人ひとりが志をもって努力することで自らを高め、その力を結集して、はる

かな未来を拓き、社会とお客様に貢献し、会社の繁栄と個々の生活の向上を目指そう。」を経営理念

とし、次の４つの経営基本方針を掲げ経営活動を進めております。 

・お客様本位の経営 

  すべての企業活動を、お客様への価値提供ができているかという観点で捉える。 

・独自能力を追求する経営 

  他社とは異なる見方・考え方・方法で、独自能力を形成し発揮する。 

・人間性を尊重し社員を重視する経営 

  社員の独創性と知的創造により、企業目標の達成と自己実現を図る。 

・社会的責任を果たし信頼を得る経営 

  社会に貢献し、調和していくことで、企業の存在価値を高める。 

 これらの経営基本方針のもと「両面・多層プリント配線板」の製造・販売を主力事業として国内外

に営業・生産拠点を配置し、また関連する事業としてプリント配線板の外観検査機の開発・販売活動

を行なうなど、自社の成長・発展だけでなく業界の発展やより広く社会に貢献するための諸施策を積

極的に展開してまいりました。 

 今後も、これらのビジネスモデルの有効活用と進化で、お客様へ「独自性のある優れた製品とサー

ビス」の提供を行い、企業競争力の強化・収益性の改善を図るとともに、つねに経営の原点を「人」

におき、社会から信頼されるバランスのとれた経営活動の実践と持続的な成長を目指し、取り組みを

進めてまいります。 

当社は、安定的経営を重視し、事業活動の維持・発展に必要な収益を確保することを経営の重要課

題と考えており、その経営指標として本業での収益性を示す売上高営業利益率を重視しております。

売上高営業利益率につきましては、５％以上を確保することを目標とし、その達成に向けた収益力の

改善に努めていく所存であります。 

中国をはじめとした新興国の景気拡大は見られるものの、わが国を含めた世界経済全体の急速な回

復は望みづらい厳しい事業環境が予想されるなか、徹底した構造改革への取り組みを進めるとともに

「独自性のある、優れた製品とサービスの提供」を経営の基本ビジョンとして、当社グループの強み

であるグローバルな事業ネットワークをより強化し、既存分野の競争力強化と、新たな市場開拓・顧

客創造を進め、収益性の改善と事業展開の拡大を図ってまいります。 

３．経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略
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世界経済は中国やインドなど一部の新興国の経済成長は継続しているものの、欧米をはじめとした

先進国の景気動向は依然として低調な推移が続いており、また日本経済においても東日本大震災の影

響から当面は先行き不透明な状況が続くものと予想されます。このような状況のもと、当社グループ

は国内・海外を問わずお客様の多様なニーズに対応すべくグローバルな営業、生産体制の強化を進め

るとともに、経営活動の効率化とムダを排除した企業体質の構築を継続してまいります。 

 まずプリント配線板事業における販売先につきましては、これまでのデジタル家電・コンピュータ

関連・アミューズメント・カーエレクトロニクス・ホームアプライアンス・電子応用機器等に、環境

関連分野への取り組みを加え、特定業種・顧客分野に偏ることなく、国内外で両面・多層プリント配

線板を供給できる体制づくりを展開しており、今後もお客様の多様なニーズに対応できる、グローバ

ルな営業・生産体制を更に強化することで、一層の市場及び受注拡大を目指してまいります。 

 具体的には、国内におきましては付加価値の高い製品群の販売比率の拡大、自動車電装品が要求す

る高度な品質レベルに対応できる生産及び品質保証体制の強化、競争力のある製造原価の追求、少量

多品種品や試作短納期品の生産供給体制の強化を推進してまいります。また、海外におきましては、

本格的な量産活動を開始した白井電子科技(珠海)有限公司の生産性向上及び原価力強化等の取り組み

を更に進め、プリント配線板の生産及び供給体制の増強を図り、事業拡大と収益性向上に努めてまい

ります。 

 また、プリント配線板外観検査機事業におきましては、更なる検査性能の向上と用途別ラインナッ

プの充実を図ることで利用範囲の拡大を促進するとともに、海外向けの販売戦略の強化や新製品の開

発を進めてまいります。加えて、透明フレキシブル基板(SPET)や、銅ピン挿入基板といった新製品を

お客様へ積極的に提案し、新たな市場の拡大に注力してまいります。 

 今後も、国内外のグループ各社が連携をとった、販売・生産・管理体制の強化と業務改革の推進で

企業競争力の強化を図り、経営目標を達成するとともに、企業の社会的責任を果たすことにより、当

社グループの企業価値を高めてまいります。 

当該事項につきましては、コーポレート・ガバナンス報告書の「内部統制システムに関する基本的

な考え方及びその整備状況」に記載のとおりであります。 

(4) 会社の対処すべき課題

(5) 内部管理体制の整備・運用
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,482 2,146

受取手形及び売掛金 5,048 5,042

製品 951 1,120

仕掛品 290 353

原材料及び貯蔵品 431 342

繰延税金資産 116 120

その他 256 642

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 9,576 9,766

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2 3,826 ※2 3,720

機械装置及び運搬具（純額） 1,298 ※2 1,957

土地 ※2 1,600 ※2 1,600

リース資産（純額） 256 266

建設仮勘定 74 115

その他（純額） 220 ※2 268

有形固定資産合計 ※1 7,278 ※1 7,928

無形固定資産

ソフトウエア仮勘定 3 6

その他 279 ※2 227

無形固定資産合計 282 234

投資その他の資産

投資有価証券 ※3 1,198 ※3 984

繰延税金資産 476 446

投資不動産（純額） ※2 393 －

その他 252 177

貸倒引当金 △15 △13

投資その他の資産合計 2,304 1,594

固定資産合計 9,865 9,756

資産合計 19,442 19,522
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,441 3,515

短期借入金 ※2 1,476 ※2 3,828

1年内返済予定の長期借入金 ※2 1,764 ※2 1,850

リース債務 51 61

未払法人税等 100 49

繰延税金負債 0 －

賞与引当金 152 222

その他 701 916

流動負債合計 8,688 10,444

固定負債

長期借入金 ※2 6,705 ※2 5,945

リース債務 183 165

繰延税金負債 7 3

退職給付引当金 824 672

資産除去債務 － 129

長期リース資産減損勘定 90 32

その他 266 222

固定負債合計 8,077 7,171

負債合計 16,766 17,616

純資産の部

株主資本

資本金 1,361 1,361

資本剰余金 1,476 1,476

利益剰余金 △65 △821

自己株式 △0 △0

株主資本合計 2,772 2,015

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6 △11

為替換算調整勘定 △237 △239

その他の包括利益累計額合計 △231 △250

少数株主持分 135 141

純資産合計 2,676 1,906

負債純資産合計 19,442 19,522
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（２）連結損益及び包括利益計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 21,008 23,282

売上原価 ※1 18,036 ※1 19,923

売上総利益 2,971 3,359

販売費及び一般管理費 ※2, ※3 2,874 ※2, ※3 3,262

営業利益 97 97

営業外収益

受取利息 3 1

受取配当金 12 5

仕入割引 17 21

投資不動産賃貸料 70 55

その他 44 46

営業外収益合計 147 130

営業外費用

支払利息 207 222

不動産賃貸原価 30 20

為替差損 15 569

開業費 153 －

持分法による投資損失 65 70

シンジケートローン手数料 － 39

その他 14 11

営業外費用合計 487 933

経常損失（△） △242 △706

特別利益

固定資産売却益 ※4 17 ※4 93

貸倒引当金戻入額 0 2

役員退職慰労引当金戻入額 104 －

退職給付制度終了益 － 81

特別利益合計 123 177

特別損失

固定資産売却損 0 －

固定資産廃棄損 ※5 17 ※5 5

投資有価証券評価損 － 6

関係会社株式評価損 8 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 110

その他 － ※6 10

特別損失合計 26 133

税金等調整前当期純損失（△） △145 △662

法人税、住民税及び事業税 154 52

法人税等還付税額 － △14

法人税等調整額 53 45

法人税等合計 208 83

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △745

少数株主利益 15 10

当期純損失（△） △369 △756
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

少数株主利益 － 10

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △745

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △18

為替換算調整勘定 － △1

その他の包括利益合計 － ※8 △19

包括利益 － ※7 △765

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △775

少数株主に係る包括利益 － 10
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（３）連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,361 1,361

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,361 1,361

資本剰余金

前期末残高 1,476 1,476

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,476 1,476

利益剰余金

前期末残高 308 △65

当期変動額

当期純損失（△） △369 △756

連結範囲の変動 △4 －

当期変動額合計 △374 △756

当期末残高 △65 △821

自己株式

前期末残高 △0 △0

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

前期末残高 3,146 2,772

当期変動額

当期純損失（△） △369 △756

連結範囲の変動 △4 －

当期変動額合計 △374 △756

当期末残高 2,772 2,015
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △48 6

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

54 △18

当期変動額合計 54 △18

当期末残高 6 △11

為替換算調整勘定

前期末残高 △296 △237

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

59 △1

当期変動額合計 59 △1

当期末残高 △237 △239

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △345 △231

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

114 △19

当期変動額合計 114 △19

当期末残高 △231 △250

少数株主持分

前期末残高 119 135

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15 6

当期変動額合計 15 6

当期末残高 135 141

純資産合計

前期末残高 2,920 2,676

当期変動額

当期純損失（△） △369 △756

連結範囲の変動 △4 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 130 △13

当期変動額合計 △244 △769

当期末残高 2,676 1,906
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △145 △662

減価償却費 541 718

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 110

退職給付制度終了益 － △81

リース資産減損勘定の取崩額 △83 △58

賞与引当金の増減額（△は減少） 76 71

退職給付引当金の増減額（△は減少） 47 10

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △454 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △2

受取利息及び受取配当金 △16 △7

支払利息 207 222

為替差損益（△は益） △25 482

固定資産売却損益（△は益） △17 △93

固定資産廃棄損 17 5

関係会社株式評価損 8 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 6

持分法による投資損益（△は益） 65 70

売上債権の増減額（△は増加） △484 12

たな卸資産の増減額（△は増加） △231 △159

仕入債務の増減額（△は減少） 487 △929

未払消費税等の増減額（△は減少） △27 △252

その他 336 △61

小計 301 △596

利息及び配当金の受取額 16 7

利息の支払額 △206 △219

法人税等の支払額 △56 △100

法人税等の還付額 193 6

営業活動によるキャッシュ・フロー 247 △903

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △130 －

定期預金の払戻による収入 10 －

有形固定資産の取得による支出 △1,173 △1,423

有形固定資産の売却による収入 24 3

無形固定資産の取得による支出 △48 △17

投資不動産の売却による収入 － 479

投資有価証券の取得による支出 △263 △157

投資有価証券の売却による収入 250 146

子会社の清算による収入 － 12

その他 93 △61

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,237 △1,017
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △326 2,448

長期借入れによる収入 1,270 1,507

長期借入金の返済による支出 △1,738 △2,181

リース債務の返済による支出 △36 △52

少数株主への配当金の支払額 － △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △831 1,718

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △132

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,820 △335

現金及び現金同等物の期首残高 3,714 1,872

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額
（△は減少）

△21 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 1,872 ※1 1,536
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該当事項はありません。 

（５）継続企業の前提に関する注記
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（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 イ 連結子会社の数     ７社

   グロリヤ電子工業株式会社

   白井電子科技(香港)有限公司

   白井電子科技(珠海)有限公司

   白井電子商貿(上海)有限公司

      白井電子商貿(深セン)有限公司

   シライ物流サービス株式会社

   オーミハイテク株式会社

    株式会社ミスズにつきましては、

平成21年８月にグロリヤ電子工業株

式会社に吸収合併されたため、連結

子会社でなくなっております。

イ 連結子会社の数     ７社

   グロリヤ電子工業株式会社

   白井電子科技(香港)有限公司

   白井電子科技(珠海)有限公司

   白井電子商貿(上海)有限公司

      白井電子商貿(深セン)有限公司

   シライ物流サービス株式会社

   オーミハイテク株式会社

    

ロ 非連結子会社の数    １社

Shirai Electronics 

Technology America，Inc. 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社１社は休眠会社

であり重要性が乏しいため、当

連結会計年度より連結の範囲か

ら除外しております。

ロ 非連結子会社の数 

  該当事項はありません。なお、前

連結会計年度において非連結子会社

であったShirai Electronics 

Technology America，Inc.につき

ましては、平成22年12月に清算結了

しております。

２ 持分法の適用に関する事

項

イ 持分法を適用した関連会社数

１社

会社等の名称

 科惠白井電路有限公司

イ 持分法を適用した関連会社数

１社

同左

ロ 持分法を適用していない非連結子

会社（Shirai Electronics 

Technology America，Inc.）は、

休眠会社であり重要性が乏しいた

め、持分法の適用範囲から除外して

おります。

ロ 持分法を適用していない非連結子

会社の名称等

  該当事項はありません。なお、前

連結会計年度において持分法を適用

していない非連結子会社であった

Shirai Electronics Technology 

America，Inc.につきましては、平

成22年12月に清算結了しておりま

す。

ハ 決算日が連結決算日と異なるた

め、事業年度に係る財務諸表を使用

しております。

ハ       同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

  連結子会社のうち、白井電子科技

(香港)有限公司、白井電子科技(珠

海)有限公司、白井電子商貿(上海)

有限公司及び白井電子商貿(深セン)

有限公司の決算日は、12月31日であ

ります。  

 連結財務諸表の作成にあたって

は、同決算日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調

整を行っております。

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事
項

 (1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

イ 有価証券
  その他有価証券
 (イ)時価のあるもの
   決算日の市場価格等に基づく時 
 価法
   (評価差額は、全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定)

イ 有価証券
  その他有価証券
 (イ)時価のあるもの

同左

 (ロ)時価のないもの
   総平均法による原価法

 (ロ)時価のないもの
同左

ロ たな卸資産

 通常の販売目的で保有するたな卸資

産

  主として総平均法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの

方法)

ロ たな卸資産

 通常の販売目的で保有するたな卸資

産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ 有形固定資産(リース資産を除く)

 (イ)平成19年３月31日以前に取得し

たもの

  当社は旧定額法によっておりま

す。国内連結子会社は旧定率法によ

っております。

  ただし、国内連結子会社が平成10

年４月1日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については、旧定額

法を採用しております。

  なお、在外連結子会社は定額法に

よっております。

イ 有形固定資産(リース資産を除く)

 (イ)平成19年３月31日以前に取得し

たもの

  当社は旧定額法によっておりま

す。国内連結子会社は旧定率法によ

っております。

  ただし、国内連結子会社が平成10

年４月1日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については、旧定額

法を採用しております。

  なお、在外連結子会社は定額法に

よっております。

 (ロ)平成19年４月１日以降に取得し

たもの 

  当社及び在外連結子会社は定額法

によっております。国内連結子会社

は定率法によっております。

  ただし、国内連結子会社が取得し

た建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

 建物及び構築物     ７～45年

 機械装置及び運搬具   ３～６年

  また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

 (ロ)平成19年４月１日以降に取得し

たもの 

  当社及び在外連結子会社は定額法

によっております。国内連結子会社

は定率法によっております。

  ただし、国内連結子会社が取得し

た建物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

 建物及び構築物     ５～45年

 機械装置及び運搬具   ３～10年

  また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

ロ 無形固定資産(リース資産を除く)

  定額法

  ただし、ソフトウエア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

ロ 無形固定資産(リース資産を除く)

同左

ハ リース資産

 ・所有権移転ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

  自己所有の固定資産に適用する減

価償却方法と同一の方法によってお

ります。

 ・所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

 なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年３月31日以前のも

のについては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によって

おります。

ハ リース資産

 ・所有権移転ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

  自己所有の固定資産に適用する減

価償却方法と同一の方法によってお

ります。

 ・所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

 なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年３月31日以前のも

のについては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によって

おります。

ニ 投資不動産(リース資産を除く)

 (イ)平成19年３月31日以前に取得し

たもの 

  旧定額法

 (ロ)平成19年４月１日以降に取得し

たもの  

  定額法

  また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

ニ 投資不動産(リース資産を除く)

 (イ)平成19年３月31日以前に取得し

たもの 

  旧定額法

 (ロ)平成19年４月１日以降に取得し

たもの  

  定額法

  また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

 (3) 重要な引当金の計上基

準

イ 貸倒引当金

 (イ)当社及び国内連結子会社

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

イ 貸倒引当金

 (イ)当社及び国内連結子会社

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 (ロ)在外連結子会社

 主として特定の債権について回

収不能見込額を計上しておりま

す。

 (ロ)在外連結子会社
同左

ロ 賞与引当金

  従業員の賞与の支出に備えるた

め、当連結会計年度に負担すべき支

給見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金

同左

ハ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末に発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(９年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度より費

用処理しております。

  過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(９年)による按分額

を費用処理しております。

 (会計方針の変更)  

 当社は、当連結会計年度より、

「「退職給付に係る会計基準」の一

部改正(その３)」(企業会計基準第

19号 平成20年７月31日)を適用し

ております。 

 数理計算上の差異を翌連結会計年

度から償却するため、これによる営

業利益、経常損失及び税金等調整前

当期純損失に与える影響はありませ

ん。 

 また、本会計基準の適用に伴い発

生する退職給付債務の差額の未処理

残高は90百万円であります。

ハ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末に発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(９年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度より費

用処理しております。

  過去勤務債務については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(９年)による按分額

を費用処理しております。

 (追加情報)  

 当社及び一部の連結子会社は、従

来、退職一時金制度と適格退職年金

制度を併用しておりましたが、平成

22年10月１日にこれらの制度を改定

し、退職一時金制度の一部と適格退

職年金制度を、それぞれ確定拠出年

金制度へ移行し、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」(企業

会計基準適用指針第１号)を適用し

ております。 

 本移行に伴う影響額については特

別利益の「退職給付制度終了益」に

81百万円計上しております。

 

ニ 役員退職慰労引当金

 

ニ 役員退職慰労引当金

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 (追加情報)  

 当社及び国内連結子会社は、平成

21年６月26日開催の定時株主総会に

おいて、在任中の取締役及び監査役

に対し、それぞれ就任時から同定時

株主総会終結時までの在任期間に対

応した役員退職慰労金の打切り支給

を行うことを決議いたしました。 

 これに伴い、「役員退職慰労引当

金」を全額取崩し、打切り支給額の

未払分については固定負債の「その

他」に172百万円計上しておりま

す。 

 また、取締役より役員退職慰労金

の一部返上の申し入れ等があったこ

とから、特別利益に「役員退職慰労

引当金戻入額」104百万円を計上し

ております。
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 (4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。  

 なお、在外連結子会社の資産及び負

債並びに収益及び費用は、在外連結子

会社の決算日の直物為替相場により円

貨に換算しております。

同左

 (5) 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲

 

 

  

 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、要求払預金及び取得日から３

か月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からなっておりま

す。

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理 

 当社及び国内連結子会社の消費税及

び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法によってお

ります。

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、要求払預金及び取得日から３

か月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からなっておりま

す。
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
  至 平成22年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
  至 平成23年３月31日）

 

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計

基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び 

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用して

おります。 

 これにより、営業利益が３百万円減少、経常損失が

同額増加し、税金等調整前当期純損失が114百万円増加

しております。

（表示方法の変更）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
  至 平成22年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
  至 平成23年３月31日）

 

（連結損益計算書）

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計

基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日

内閣府令第５号)を適用し、「少数株主損益調整前当期

純損失」の科目で表示しております。

（追加情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
  至 平成22年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
  至 平成23年３月31日）

 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会

計基準」(企業会計基準第25号 平成22年６月30日)を

適用しております。ただし、「その他の包括利益累計

額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会

計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・

換算差額等合計」の金額を記載しております。
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（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日現在)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日現在)

※１ (減価償却累計額)

減価償却累計額 6,805百万円

※１ (減価償却累計額)

減価償却累計額 7,352百万円

 

※２ (担保資産)

   担保に供している資産及びこれに対する債務は次

のとおりであります。

   (担保に供している資産)

建物及び構築物 1,396百万円

土地 1,584百万円

投資不動産 392百万円

計 3,373百万円

※２ (担保資産)

   担保に供している資産及びこれに対する債務は次

のとおりであります。

   (担保に供している資産)

建物及び構築物 3,511百万円

機械装置及び運搬具 1,021百万円

土地 1,584百万円

有形固定資産その他 11百万円

無形固定資産その他 107百万円

計 6,236百万円

   (上記に対する債務)

短期借入金 164百万円

１年内返済予定の長期借入金 622百万円

長期借入金 4,594百万円

計 5,381百万円

   (上記に対する債務)

短期借入金 1,911百万円

１年内返済予定の長期借入金 723百万円

長期借入金 3,761百万円

計 6,397百万円

※３ (非連結子会社及び関連会社に対する投資)

   非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 915百万円

※３ (関連会社に対する投資)

   関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

投資有価証券(株式) 723百万円
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前連結会計年度 
(平成22年３月31日現在)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日現在)

 

 ４ コミットメント期間付タームローン契約 

   当社は、白井電子科技(珠海)有限公司の工場建設

に伴う投資資金を安定的に調達するため、取引銀行

４行とシンジケート方式によるコミットメント期間

付タームローン契約を締結しております。  

 当連結会計年度末におけるコミットメント期間付

タームローン契約に係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。

コミットメント期間付 

タームローンの総額
5,000百万円

借入実行残高 5,000百万円

差引額 ― 百万円

   上記のコミットメント期間付タームローン契約に

ついて、以下の財務制限条項が付されております。

  ① 平成22年３月期以降(平成22年３月期を含む。)

の各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表

における純資産の部の金額を前年同期比75％以上に

維持する。  

② 平成22年３月期以降(平成22年３月期を含む。)

の各年度の決算期における連結の損益計算書に示さ

れる経常損益が２期連続して損失とならないように

する。 

 

 ４ コミットメント期間付タームローン契約 

  (1)当社は、白井電子科技(珠海)有限公司の工場建

設に伴う投資資金を安定的に調達するため、取引銀

行４行とシンジケート方式によるコミットメント期

間付タームローン契約を締結しております。  

 当連結会計年度末におけるコミットメント期間付

タームローン契約に係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。

コミットメント期間付 

タームローンの総額
5,000百万円

借入実行残高 5,000百万円

差引額 ― 百万円

   上記のコミットメント期間付タームローン契約に

ついて、以下の財務制限条項が付されております。

  ① 平成24年３月期以降の各年度の決算期の末日に

おける連結の貸借対照表における修正純資産金額を

前年同期の純資産の部の金額比75％以上に維持す

る。なお、修正純資産金額とは、ある特定の事業年

度末日における連結の貸借対照表に記載される純資

産の部の合計金額から、当該事業年度の末日におけ

る連結の損益計算書の営業外利益に記載される為替

差益を減算し、営業外損失に記載される為替差損を

加算して算出される金額をいう。 

② 各年度の決算期における連結の損益計算書に示

される修正経常損益が２期連続(平成23年３月期以

降に到来する決算期に限る。)して損失とならない

ようにする。なお、修正経常損益とは、ある特定の

事業年度末日における連結の損益計算書に記載され

る経常損益の金額から、当該事業年度の末日におけ

る連結の損益計算書の営業外利益に記載される為替

差益を減算し、営業外損失に記載される為替差損を

加算して算出される金額をいう。
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前連結会計年度 
(平成22年３月31日現在)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日現在)

 

 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
 

 

(2)当社は、今後の事業展開で必要とされる資金需

要に対する安定的、効率的な資金調達手段の確保及

び調達コスト、財務関連コストの削減のため、取引

銀行４行とシンジケート方式によるコミットメント

期間付タームローン契約を締結しております。 

 当連結会計年度末におけるコミットメント期間付

タームローン契約に係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。

コミットメント期間付 

タームローンの総額
1,200百万円

借入実行残高 1,200百万円

差引額 ― 百万円

   上記のコミットメント期間付タームローン契約に

ついて、以下の財務制限条項が付されております。

   ① 平成24年３月期以降の各年度の決算期の末日に

おける連結の貸借対照表における修正純資産金額を

前年同期の純資産の部の金額比75％以上に維持す

る。なお、修正純資産金額とは、ある特定の事業年

度末日における連結の貸借対照表に記載される純資

産の部の合計金額から、当該事業年度の末日におけ

る連結の損益計算書の営業外利益に記載される為替

差益を減算し、営業外損失に記載される為替差損を

加算して算出される金額をいう。 

② 各年度の決算期における連結の損益計算書に示

される修正経常損益が２期連続(平成23年３月期以

降に到来する決算期に限る。)して損失とならない

ようにする。なお、修正経常損益とは、ある特定の

事業年度末日における連結の損益計算書に記載され

る経常損益の金額から、当該事業年度の末日におけ

る連結の損益計算書の営業外利益に記載される為替

差益を減算し、営業外損失に記載される為替差損を

加算して算出される金額をいう。
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(連結損益及び包括利益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

34百万円

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

11百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

給料及び手当 1,086百万円

賞与引当金繰入額 41百万円

退職給付費用 66百万円

運賃及び荷造費 219百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの

給料及び手当 1,143百万円

賞与引当金繰入額 55百万円

退職給付費用 65百万円

運賃及び荷造費 412百万円

※３ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 104百万円

※３ 研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 99百万円

 

※４ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 17百万円

※４ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 3百万円

投資不動産 89百万円

計 93百万円

※５ 固定資産廃棄損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 6百万円

機械装置及び運搬具 4百万円

その他(工具、器具及び備品等) 7百万円

計 17百万円

※５ 固定資産廃棄損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他(工具、器具及び備品等) 4百万円

計 5百万円

 

※６ 特別損失その他の内容は、次のとおりでありま

す。

東北地方太平洋沖地震の被害に

対する義援金
10百万円

 

※７ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括

利益

親会社株主に係る包括利益 △255百万円

少数株主に係る包括利益 15百万円

計 △239百万円

 
 

※８ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその

他の包括利益

その他有価証券評価差額金 54百万円

為替換算調整勘定 59百万円

計 114百万円
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該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

   
  

   
  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 13,976 ― ― 13,976

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,382 ― ― 1,382

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 13,976 ― ― 13,976

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,382 ― ― 1,382

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年３月31日現在)

現金及び預金勘定 2,482百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △610百万円

現金及び現金同等物 1,872百万円
  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成23年３月31日現在)

現金及び預金勘定 2,146百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △610百万円

現金及び現金同等物 1,536百万円

 

２ 重要な非資金取引の内容

   当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・

リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ29

百万円であります。

２ 重要な非資金取引の内容

(1)当連結会計年度に新たに計上したファイナン

ス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞ

れ65百万円であります。

(2)当連結会計年度に新たに計上した資産除去債務

の額は、128百万円であります。
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資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

１ 当該資産除去債務の概要 

当社グループは、営業所及び事業用資産の一部について、土地又は建物所有者との間で不動産賃借

契約を締結しており、賃借期間終了による原状回復義務に関し資産除去債務を計上しております。ま

た、一部の工場設備について、法令で要求される環境債務に関し資産除去債務を計上しております。

その主な内容は、過去に地方条例等に定める指定物質を使用していた工場施設の移転、廃止による土

壌調査義務及び工場設備等に充てんされたフロン類の回収・破壊義務であります。 

２ 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を、当該資産の減価償却期間に応じて10年から38年と見積り、割引率は0.508％から

2.155％を使用して資産除去債務の金額を算定しております。 

３ 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 

 
  

(注)当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年

３月31日)を適用したことによる期首時点における残高であります。 

(資産除去債務関係)

当連結会計年度末(平成23年３月31日)

期首残高(注) 127百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 0百万円

時の経過による調整額 1百万円

期末残高 129百万円
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(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1)プリント配線板事業・・・・・・・プリント配線板の製造販売 

(2)プリント配線板外観検査機事業・・プリント配線板外観検査機の開発・販売 

(3)その他の事業・・・・・・・・・・運送業及び人材派遣・業務請負 

３ 営業費用はすべて各セグメントに配分しているので、配賦不能営業費用はありません。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,809百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

  

(セグメント情報等)

ａ．事業の種類別セグメント情報)

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

プリント 
配線板事業 
(百万円)

プリント
配線板外観検
査機事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 20,653 306 47 21,008 ― 21,008

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― 91 383 474 (474) ―

計 20,653 398 431 21,483 (474) 21,008

  営業費用 20,586 382 422 21,391 (480) 20,910

  営業利益 66 15 8 91 5 97

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 17,464 187 85 17,737 1,704 19,442

  減価償却費 548 1 4 555 (13) 541

  資本的支出 1,094 1 ― 1,096 (39) 1,057
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(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 営業費用はすべて各セグメントに配分しているので、配賦不能営業費用はありません。 

３ 資産はすべて各セグメントに配分しているので、全社資産はありません。 

４ 当連結会計年度より、Shirai Electronics Technology America，Inc.につきましては休眠会社であり、重

要性が乏しいため連結の範囲から除外しております。 

これに伴い、所在地別セグメントの「その他の地域」につきましては実績が無くなったため、当連結会計年

度より記載しておりません。 

  

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1) その他アジア……シンガポール、台湾、インドネシア、マレーシア、フィリピン、マカオ、タイ 

 (2) その他………英国、米国、スロバキア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

日本 
(百万円)

中国・香港
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 12,998 8,010 21,008 ― 21,008

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

101 1,260 1,362 (1,362) ―

計 13,099 9,270 22,370 (1,362) 21,008

  営業費用 13,017 9,276 22,294 (1,383) 20,910

  営業利益又は営業損失(△) 82 △5 76 21 97

Ⅱ 資産 16,677 9,549 26,227 (6,784) 19,442

ｃ．海外売上高

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

中国・香港 その他アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,314 1,885 118 8,318

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 21,008

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

30.1 9.0 0.6 39.6
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(追加情報) 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21

年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメント情報は、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可

能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象とな

っているものであります。 

 当社グループは、製品・サービス別の事業部門（一部の製品・サービスについては子会社）を置き、

各事業部門及び子会社は、取り扱う製品・サービスに係る国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業

活動を行っております。 

 従って、当社グループは、事業部門及び子会社を基礎とする事業セグメントから構成されており、製

品・サービス別に集約した「プリント配線板事業」、「プリント配線板外観検査機事業」の２つを報告

セグメントとしております。「プリント配線板事業」は、設計・試作から量産品までプリント配線板の

製造・販売を行っております。「プリント配線板外観検査機事業」は、プリント配線板外観検査機の開

発・販売及び保守サービスを行っております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実勢価格に基

づいております。 

  

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額に関する情報 

 前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日) 

(単位：百万円) 

   

(注)１「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送業及び人材派遣・業務請負を

含んでおります。 

２ セグメント利益の調整額５百万円には、セグメント間取引消去が含まれております。 

その他の項目の減価償却費の調整額△13百万円には、セグメント間取引消去が含まれております。 

３ セグメント利益は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整をおこなっております。 

４ 当社は報告セグメントに資産を配分しておりません。 

ｄ．セグメント情報

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

連結損益及び包
括利益計算書 
計上額 
(注)３

プリント 
配線板事業

プリント配線板
外観検査機事業

計

売上高

外部顧客への売上高 20,653 306 20,960 47 21,008 ― 21,008

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 91 91 383 474 △474 ―

計 20,653 398 21,051 431 21,483 △474 21,008

セグメント利益 66 15 82 8 91 5 97

その他の項目
 減価償却費 548 1 550 4 555 △13 541
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当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

(単位：百万円) 

   

(注)１「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送業及び人材派遣・業務請負を

含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△９百万円には、セグメント間取引消去が含まれております。 

その他の項目の減価償却費の調整額△29百万円には、セグメント間取引消去が含まれております。 

３ セグメント利益は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整をおこなっております。 

４ 当社は報告セグメントに資産を配分しておりません。 

  

  

  

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

連結損益及び包
括利益計算書 
計上額 
(注)３

プリント 
配線板事業

プリント配線板
外観検査機事業

計

売上高

外部顧客への売上高 22,607 617 23,225 56 23,282 ― 23,282

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 96 96 444 541 △541 ―

計 22,607 714 23,322 501 23,824 △541 23,282

セグメント利益 
又は損失(△)

△49 142 93 13 107 △9 97

その他の項目
 減価償却費 736 1 738 8 747 △29 718
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当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

 
  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

 
(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

 
  

３  主要な顧客ごとの情報 

連結損益及び包括利益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客へ売上高がないため、記載を省

略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

ｅ．関連情報

(単位：百万円)

プリント配線板事業
プリント配線板
外観検査機事業

その他 合計

外部顧客への売上高 22,607 617 56 23,282

(単位：百万円)

日本 中国・香港 その他 合計

13,811 7,932 1,538 23,282

(単位：百万円)

日本 中国・香港 合計

3,634 4,294 7,928

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

 
  

２ １株当たり当期純損失の算定上の基礎 

  

 
  

  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 
１株当たり純資産額 181円83銭 １株当たり純資産額 126円30銭

 
１株当たり当期純損失 26円45銭 １株当たり当期純損失 54円11銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

同左

項目
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

当連結会計年度末
(平成23年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 2,676 1,906

普通株式に係る純資産額(百万円) 2,540 1,765

差額の主な内訳(百万円)

 少数株主持分 135 141

普通株式の発行済株式数(株) 13,976,000 13,976,000

普通株式の自己株式数(株) 1,382 1,382

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

13,974,618 13,974,618

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当期純損失(百万円) 369 756

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(百万円) 369 756

期中平均株式数(株) 13,974,618 13,974,618

(重要な後発事象)
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,124 1,253

受取手形 386 344

売掛金 2,730 2,856

製品 438 533

仕掛品 231 179

原材料及び貯蔵品 94 118

前払費用 46 42

繰延税金資産 78 66

関係会社短期貸付金 749 729

その他 54 61

貸倒引当金 △0 －

流動資産合計 5,934 6,185

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 706 725

構築物（純額） 39 38

機械及び装置（純額） 134 141

車両運搬具（純額） 0 2

工具、器具及び備品（純額） 141 123

土地 1,152 1,152

リース資産（純額） － 18

建設仮勘定 0 0

有形固定資産合計 2,176 2,203

無形固定資産

ソフトウエア 50 29

ソフトウエア仮勘定 3 6

その他 9 9

無形固定資産合計 63 45

投資その他の資産

投資有価証券 259 235

関係会社株式 1,138 1,138

出資金 0 0

関係会社長期貸付金 4,372 4,348

長期前払費用 84 10

繰延税金資産 439 389

投資不動産（純額） 408 14

その他 116 120

貸倒引当金 △13 △13

投資その他の資産合計 6,805 6,243

固定資産合計 9,046 8,492

資産合計 14,980 14,678
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 1,060 1,029

買掛金 771 739

短期借入金 900 900

1年内返済予定の長期借入金 1,607 1,600

リース債務 － 4

未払金 150 150

未払費用 102 109

未払法人税等 18 22

前受金 10 9

預り金 35 37

賞与引当金 98 125

その他 16 65

流動負債合計 4,771 4,792

固定負債

長期借入金 6,298 5,481

リース債務 － 14

退職給付引当金 699 575

資産除去債務 － 122

長期未払金 117 118

長期リース資産減損勘定 90 32

その他 66 －

固定負債合計 7,272 6,344

負債合計 12,044 11,137

純資産の部

株主資本

資本金 1,361 1,361

資本剰余金

資本準備金 1,476 1,476

資本剰余金合計 1,476 1,476

利益剰余金

利益準備金 36 36

その他利益剰余金

別途積立金 410 410

繰越利益剰余金 △351 268

利益剰余金合計 95 715

自己株式 △0 △0

株主資本合計 2,933 3,553

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3 △12

評価・換算差額等合計 3 △12

純資産合計 2,936 3,540

負債純資産合計 14,980 14,678
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（２）損益計算書

（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 12,267 13,536

売上原価

製品期首たな卸高 480 438

当期製品製造原価 8,247 8,840

当期製品仕入高 2,281 2,516

合計 11,009 11,795

製品期末たな卸高 438 533

売上原価合計 10,570 11,262

売上総利益 1,696 2,274

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 136 233

貸倒引当金繰入額 0 －

役員報酬 67 68

給料及び手当 511 519

賞与引当金繰入額 33 42

退職給付費用 62 58

法定福利費 73 86

福利厚生費 30 34

賃借料 95 77

減価償却費 45 50

支払手数料 198 194

技術研究費 4 5

開発研究費 104 100

その他 232 279

販売費及び一般管理費合計 1,596 1,750

営業利益 100 523

営業外収益

受取利息 105 93

受取配当金 101 9

仕入割引 25 29

投資不動産賃貸料 64 61

経営指導料 － 77

為替差益 － 3

その他 77 61

営業外収益合計 374 337

営業外費用

支払利息 171 153

売上割引 0 0

シンジケートローン手数料 － 39

不動産賃貸原価 19 21

為替差損 4 －

その他 9 6

営業外費用合計 205 221

経常利益 269 639

シライ電子工業株式会社(6658）　平成23年3月期　決算短信

－45－



（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 2 93

貸倒引当金戻入額 0 0

役員退職慰労引当金戻入額 100 －

退職給付制度終了益 － 83

特別利益合計 102 176

特別損失

固定資産処分損 8 4

投資有価証券評価損 － 6

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 108

その他 － 10

特別損失合計 8 129

税引前当期純利益 363 686

法人税、住民税及び事業税 11 11

法人税等還付税額 － △14

法人税等調整額 88 70

法人税等合計 99 66

当期純利益 264 619

シライ電子工業株式会社(6658）　平成23年3月期　決算短信

－46－



（３）株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,361 1,361

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,361 1,361

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,476 1,476

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,476 1,476

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 36 36

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 36 36

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 410 410

当期変動額

別途積立金の取崩 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 410 410

繰越利益剰余金

前期末残高 △615 △351

当期変動額

別途積立金の取崩 － －

当期純利益 264 619

当期変動額合計 264 619

当期末残高 △351 268

自己株式

前期末残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 △0 △0
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 2,669 2,933

当期変動額

当期純利益 264 619

自己株式の取得 － －

当期変動額合計 264 619

当期末残高 2,933 3,553

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △43 3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

47 △16

当期変動額合計 47 △16

当期末残高 3 △12

純資産合計

前期末残高 2,625 2,936

当期変動額

当期純利益 264 619

自己株式の取得 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 47 △16

当期変動額合計 311 603

当期末残高 2,936 3,540
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該当事項はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記
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当連結会計年度におけるプリント配線板事業の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 「プリント配線板外観検査機事業」については、社内生産を行っていないため記載を省略しております。 

  

当連結会計年度におけるプリント配線板事業の受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 「その他」の欄には、「プリント配線板事業」における片面・両面・多層プリント配線板以外の品目が含ま

れております。 

４ 受注実績においては、「プリント配線板事業」が大部分を占めるため、「プリント配線板外観検査機事業」

についての記載を省略しております。 

  

６．その他

(1)生産、受注及び販売の状況

① 生産実績

品目別

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

生産高(百万円) 前年同期比(％)

片面プリント配線板 41 110.7

両面プリント配線板 11,606 154.3

多層プリント配線板 4,258 165.8

合計 15,906 157.0

② 受注実績

品目別

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

受注高
(百万円)

前年同期比
(％)

受注残高 
(百万円)

前年同期比
(％)

片面プリント配線板 105 92.2 5 58.8

両面プリント配線板 12,470 92.6 1,779 84.1

多層プリント配線板 7,445 128.1 1,191 118.0

その他 1,452 105.0 50 153.4

合計 21,473 103.4 3,027 95.6
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当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 「プリント配線板事業」については、品目別に示しております。 

４ プリント配線板事業「その他」の欄には、「プリント配線板事業」における片面・両面・多層プリント配線

板以外の品目が含まれております。 

  

該当事項はありません。 

③ 販売実績

セグメントの名称

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

販売高(百万円) 前年同期比(％)

プリント配線板事業

     片面プリント配線板 109 100.5

     両面プリント配線板 12,806 104.8

     多層プリント配線板 7,263 137.9

     その他 2,428 79.3

         計 22,607 109.5

プリント配線板外観検査機事業 617 201.3

その他 56 118.9

合計 23,282 110.8

(2)役員の異動
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